東かがわ市議会だより原稿用紙

起業等の支援施策の充実について
制度をわかりやすく改善する。

　　　　　　　　田中貞男
問かがわ支援財団の支援補助金の「地域活性化・子育て支援・健康・買い物弱者支援・まちづくりの推進」について市産業振興及び企業立地促進の条例に当てはまると考えるが、わかりにくいことからわかりやすくするべきでないか。
答地域活性化・子育て支援等の起業については、創業施設に該当、財政支援を行うことは可能。市内で起業・創業を促進するために規定・ＰＲの方法を改善してまいります。

問市長はトップセールスで市を売り込むとありますが、起業したい大学生や海外の人達に対して生産人口を押し上げるため、どのように取り組むのか。

答特産品のＰＲをはじめ、移住、企業誘致など、様々な場面で自ら積極的に出向き、ＳＮＳなどを通じてＰＲをしていく。
問市内で工業団地はすべて完売である。市内・市外の誘致時にすぐ斡旋できる土地等の整備をしておく必要があると思うが取り組む考えは。

答工業団地の整備は大きな予算が必要となる。現在の工業団地も１０年以上の時間を要している。しかし、企業から工場適地の問い合わせも毎年数件ある。これまでに実施した適地調査等の結果を踏まえて穂規制の対応や速やかに向上適地の要請にこたえられるよう準備をしたい。
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